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ドクターのための相続知識
分けにくい財産を円満に分ける
「代償分割」と税金の知識
プライマリー・プライベートバンカー有資格者 佐藤　喜博
先生方の相続財産には、ご自宅やクリニックといった不動産、あるいは医療法人

の出資持分など、物理的に分割することが難しい資産が含まれることが少なくありま
せん。このような「分けにくい財産」を複数の相続人で公平に分けるにはどうすれ
ばよいのでしょうか。その有効な解決策の一つが「代償分割」です。
◎ 本記事をお勧めする方

 相続財産に不動産や出資持分など分けにくい資産がある方
 事業を継ぐ後継者に事業用資産を集中して相続させたい方
 相続人同士で公平な遺産分割を実現したいとお考えの方
 相続手続きに伴う税金について正しく理解しておきたい方

※上記は、2025 年 9月現在の税制・税率に基づき作成しておりますが、あくまでも概要について説明し
た参考情報（値）であり、その内容の正確性をお約束するものではありません。また、税制・税率は
将来変更されることがあります。なお、個別の取扱いにつきましては、所轄の税務署の判断によります
ので、お客さまご自身にて所轄の税務署または税理士にご確認ください。

ポイント1：分けにくい財産を公平に分ける「代償分割」の仕組み
代償分割とは、特定の相続人が不動産や出資持分といった財産を法定相続分を超

えて取得する代わりに、他の相続人に対して、不足する相続分に相当する金銭などを
支払う遺産分割方法です。
例えば、相続財産が評価額 1億円のクリニックと2,000 万円の預金のみで、相続人

が長男と次男の2人だとします。法定相続分は各 6,000 万円です。この場合、後継者
である長男がクリニック（1億円）をすべて相続し、次男が預金（2,000 万円）を相続
すると、長男は4,000 万円分多く、次男は4,000 万円分少なく相続することになり、不
公平が生じます。
そこで、長男が自己の財産から次男へ4,000万円の「代償金」を支払うことで、最終的

にそれぞれが 6,000 万円分の価値を相続したことになり、公平な分割が実現できます。
このように、事業の継続性を保ちつつ、他の相続人の権利も守ることができる非常に
実用的な方法です。

ポイント 2：代償金を受け取っても「贈与税」はかからない
代償分割で最も気になるのが税金の問題です。「長男から次男へ4,000万円もの大

金が動くと、贈与税がかかるのではないか？」と心配される方もいらっしゃいますが、ご
安心ください。適正な遺産分割協議に基づいて支払われる代償金には、原則として贈
与税は課税されません。
これは、代償金が新たな贈与ではなく、あくまで次男が本来相続すべきだった財産
の代わりとして受け取るものだからです。ただし、この取り扱いを受けるためには、非常
に重要な注意点があります。それは、必ず「遺産分割協議書」の中に、代償分割で
ある旨、誰が誰にいくらの代償金を支払うのかを明確に記載しておくことです。
この記載がないと、税務署から単なる個人間の贈与とみなされ、思わぬ贈与税が課

されるリスクがあります。代償分割を行う際は、専門家を交えて法的に有効な遺産分割
協議書を作成することが不可欠です。

ポイント３：代償金を支払う側の「譲渡所得税」に要注意
代償金を受け取る側に贈与税はかかりませんが、支払う側には注意すべき税金があ

ります。それは「譲渡所得税」です。代償金を支払うための現金を、ご自身がもともと
持っていた預貯金（固有財産）から支払う場合は、特に税金の問題は生じません。
しかし、支払う現金を用意するために、相続で取得した他の不動産や有価証券など

を売却（譲渡）した場合は、その売却によって得た利益（譲渡所得）に対して譲渡
所得税が課税されます。例えば、先ほどの事例で長男が代償金 4,000 万円を支払うた
めに、相続した別の土地を売却して現金を作った場合、その土地の購入価格と売却
価格の差額（利益）に対して譲渡所得税がかかるのです。
代償分割を選択する際は、代償金をどこから捻出するのかという資金計画まで含め

て検討しないと、予期せぬ税負担が発生する可能性があるため注意が必要です。

まとめ：計画的な「代償分割」で円満・円滑な資産承継を
代償分割は、クリニックなどの分けにくい事業用資産を後継者に円滑に承継させつ

つ、他の相続人との公平性も保てる優れた方法です。しかし、そのメリットを最大限に
活かすためには、税務上の正しい理解が欠かせません。
受け取る側は遺産分割協議書への明記を怠らないこと、支払う側は支払い原資をど

う確保し、譲渡所得税のリスクがないかを確認すること。この2点が成功の鍵となります。
特に代償金が高額になる場合は、納税資金の準備だけでなく、支払う側の資金繰

りまで含めた総合的なプランニングが重要です。どのような分割方法がご自身の家族に
とって最適なのか、またそれに伴う税務上のリスクはないか、相続に詳しいファイナンシャ
ルプランナーや税理士などの専門家へ事前に相談し、最善の準備を進められることをお
勧めします。




